
1　総括
（１） 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　      ２　職員数は、１８年４月１日現在の普通会計に属する人数です。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３  平成１８年１月１日、１市２町（松浦市、福島町、鷹島町）新設合併のため、松浦市の５年前のラスパイレス指数は省略していま

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１９年４月１日現在）

　　①一般行政職

平均年齢

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）給与抑制のため、本来の給料月額から８％を削減しています。

331,766類似団体

40.0

国

平均給与月額

309,052341,569

（国ベース）

平均給与月額平均給料月額

325,724

松浦市の給与・定員管理等について

17年度の人件費率

人 件 費 人 件 費 率 （参考）

Ｂ Ｂ／Ａ

歳 出 額 実 質 収 支

383,541

松浦市

区　　分

290,749

360,471長崎県 398,48743.5

40.7

449,558

　職員の給与の状況については、平成１９年１２月にHPにおいて公表していましたが、国家公務員、県、類似団体の数値に
ついて、最新の数値が示されましたので、修正のうえ再度公表いたします。

17,019,430 316,408 16.3 14.1

　　　　　　％年度 人　

　　　　す。

―

43.2 384,098 358,865

　　　　　千円

（参考）類似団体一人当たり

一人当たり給与費

　　　　　　　　　　　％

千円

6,026

区　　分

　　　　　　千円 　　　　　千円

住民基本台帳人口

（18年度末） Ａ

Ａ 給与費 B/A

2,774,184

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

区　　分 職員数

18 27,126

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

493,028

年度 人

18 318

千円

1,881,2171,201,050

千円

5,916

千円　　　　千円千円

187,139

平成１９年度修正版

（平成１４年度）
101.2

(平成１４年度）
98.9 （平成１９年度）
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(平成１９年度）
90.3

(平成１９年度）
94.9

85

90

95

100

105

松浦市 類似団体平均 全国市平均
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　　②技能労務職

平均給与月額 平均給与月額

うち用務員

うち運転手

うち用務員

うち運転手

　　※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成１６～１８年の３か年平均）

　　※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

　　※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給

　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の　

　　　　額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　　　　　 

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれて

　　　　いないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。　　　　　　　

　　　３　給与抑制のため、本来の給料月額から８％を削減しています。

（２）職員の初任給の状況（１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

（注）１　国・県の数値は、平成１８年４月１日現在のものです。

　　　２　給与抑制のため、本来の給料月額から８％を削減しています。

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）給与抑制のため、本来の給料月額から８％を削減しています。

高　校　卒

松浦市

383,270 円

民間

参　考

Ａ／Ｂ

－

1.71

一般行政職

技能労務職

大　学　卒

39.1歳

－

区　　分

松浦市

303,078 円

1.605,240,841 円

6,670,447 円

631人

3人 278,177 円 314,386 円

3,284,300 円

366,937 円 355,964 円松浦市 47.1歳 10人 347,014 円

区　　分
平均年齢

232,392

188,600 232,392

267,352

－

公　務　員

経験年数１５年経験年数１０年

高　校　卒 152,700127,328

区　　　　　分

類似団体

－

職員数 平均給料月額

－

― 56.6歳

353,589 円

自家用自動車運転手

392,263

－

2.03

3,284,400 円

－

経験年数２０年

138,400138,400

267,352

267,352

317,584

－ －

170,200

456,969

476,324

351,394

国

高　校　卒 188,600

一般行政職

区　　　　分

松　浦　市

127,328

大　学　卒 170,200

－

－－

平均年齢

民　　間

－

－

156,584

区　　分

232,392

高　校　卒

長　崎　県

332,404

平均給与月額平均給料月額

参　　考

技能労務職

47.5

42.5

平均年齢

類似団体

長崎県

－

（Ｄ）

43.8

419,620

327,575 円

　　　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

－316,564 円

公務員
Ｃ／Ｄ

47.5歳

（Ｃ）

年収ベース（試算値）の比較

44.9歳

― 320,514 円

長崎県 326,968 円

国 48.8歳 5,193人 287,094 円

51.5歳 7人 376,516 円 389,459 円 用務員 53.9歳―

（Ａ） （国ベース）

－

対応する民間の類
似職種 （Ｂ）

1.44

－

平均給与月額

227,200 円

－

217,600 円

－
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（１）一般行政職の級別職員数の状況（１９年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（注）１　松浦市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　　　２　平成１８年７月１日に８級制から６級制に変更しています。

（２）昇給への勤務成績の反映状況

　松浦市では、全職員を対象とした人事評価制度を導入していないため、原則として昇給に差を設けていません。なお、人事評価制度に

ついては、平成２０年度から管理職を対象に試行的に導入予定です。

課長補佐の職務及びこれに相当する職務
相当の経験を経た係長及びこれに相当する職務

課長の職務及びこれに相当する職務
相当の経験を経た課長補佐及びこれに相当する職務

相当の経験を経た課長及びこれに相当する職務

区　　分

係長の職務及びこれに相当する職務
特に高度の知識又は経験を必要とする職務

比較的高度の知識又は経験を必要とする職務

（注）１　平成１８年１月１日、１市２町（松浦市、福島町、鷹島町）新設合併のため、５年前の数値は省略しています。

５　　級

82

１　　級

３　　級

２　　級

定型的な業務を行う職務

36

104

22

25

職員数

7.8

36.7

４　　級

６　　級 4.9

構成比

8.8

12.7

14

標準的な職務内容

29.0

１級  7.8% １級  5.5%

２級  8.8%
２級 6.2%

３級  36.7%

３級  10.7%

４級  29.0%

４級 18.9%
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６級  4.9%
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４　職員の手当の状況
（１）期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（１８年度）

千円 千円

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　勤勉手当

 月分 月分 3.0  月分 1.45  月分 3.0  月分 1.45  月分

（ ）月分 ( ） 月分 （ 1.6 ）月分 ( 0.75 ）月分 （ 1.6 ）月分 ( 0.75 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　松浦市では、全職員を対象とした人事評価制度を導入していないため、原則として成績率に差を設けていません。なお、人事評価制度に

ついては、平成２０年度から管理職を対象に試行的に導入予定です。

（２）退職手当（１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　 千円

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、１８年度に退職した職員に支給された平均額です。

59.28

41.34

59.28

１人当たり平均支給額（１８年度）

26,333　千円

職制上の段階、職務の級等による加算措置

30.55

47.50

松　　　浦　　　市

9,488

23.50 30.55

59.28

　松　　　浦　　　市 国長　　　崎　　　県

1,850

59.28 59.28

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

5～20％

勧奨・定年

定年前早期退職特例措置（５％～５０％加算）

　　　２　支給額等については、水道事業、交通事業等の企業職職員を除きます。

33.50

5～20％

　　　　　　　管理職加算　10～25％

1,558

33.50

47.50

3.0 1.45

23.50

0.751.6

　5～15％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

―

職制上の段階、職務の級等による加算措置

41.34

59.28

国

　　　　　　　管理職加算　10～20％
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（３）特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

（４）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

理学療法士の業務

87,415

予算の範囲内において任命権者が
定める額

医師業務

月額　給料月額の100分の50以内

行路病人、行路死亡人
の収容

医師業務

１件につき　2,000円以内

精神障害者措置手当

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

感染症防疫手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ）

夜勤手当

犬猫死体等の処理作業に従事した職員

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ）

犬猫死体処理手当

消防・防災業務に従事する職員及び市
民病院に勤務する技術吏員

用地交渉手当

緊急出務手当

感染症の防疫作業に従事する職員

精神障害者の措置に従事する職員

月額　8,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度）

手当の種類（手当数）

595,642 円

市税の賦課

月額　8,000円

１回につき　300円

1回につき　500円

月額　10,000円

2,000円～3,300円

月額 8000円

月額　100,000円以内

用地交渉に従事する職員

時間外の緊急的用務

看護師の業務

土地の取得等及び損失に
係る交渉

市民病院看護師等

犬猫死体処理

深夜における看護等の業務

速記

月額　10,000円
保護の廃止、変更、廃止
及び査察指導事務

税務手当（賦課） 市税の賦課を主たる職務とする職員

青島診療所に勤務する看護師

市税の賦課

福島診療所及び鷹島診療所に勤務する
医師

58,372 千円

速記手当

市税の徴収の事務を主たる職務とする
職員

市民病院に勤務する医師

理学療法士手当

青島診療所勤務手当

診療所医師手当

市民病院医師手当

福島診療所に勤務する理学療法士

議会に勤務する職員で速記を主たる職
務とする職員

福祉現業に従事する職員

感染症の防疫作業

精神障害者の措置

80,901

１回につき　100円

１業務につき　100円

税務手当（徴収）

 行路病人、行路死亡人収容手当

297

行路病人、行路死亡人の収容に従事す
る職員

支給実績（18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

福祉現業手当

15

病院・診療所事業を除いた場合

23.4%

4,459 千円

75,568 円〃

１回につき　300円

207
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（５）その他の手当（１９年４月１日現在）

（注）支給額等については、水道事業、交通事業等の企業職職員を除きます。

23,382 円

607,417 円

193,721 円

0 円

243,043 円

126,992 円

81,349 円

448,685 円

4,320 千円

14,578 千円

2,518 千円

0 千円

通勤手当

住居手当

配偶者　13,000円、配偶者以外の扶養親
族6000円（扶養親族でない配偶者がある
場合の1人目は、6,500円、配偶者がいな
い場合は、11,000円）、16歳から22歳
の子には、5000円加算

扶養手当

手　当　名

（18年度決算）

同

内容及び支給単価
国の制度
との異同

53,956 千円

26,922 千円

20,907 千円

平均支給年額

同夜間勤務手当
勤務時間１時間につき１時間当たり給与額
に100分の25を乗じて得た額

自動車等利用者
２Ｋｍ以上5ｋｍ未満
2,700円（国　2,000円）
5ｋｍ以上10ｋｍ未満
4,900円（国4,100円）

国～給料月額の25％以内 23,780 千円給料月額の8％

国の制度と

異なる内容

国には持ち家1,500円
の手当なし

支給実績

（18年度決算）

異

交通機関等利用者は、運賃相当額（限度額
55,000円）自動車等使用者は、2キロメー
トル以上の距離区分に応じて算定

家賃月額23,000円以下は12,000円を控
除し、23000円を超える場合は、超える
額の2分の１を11000円に加算した額　持
ち家は1,500円（新築は購入後まで2,500
円）

同

支給職員１人当たり

休日勤務手当

単身赴任手当
月額23,000円　職員の住居と配偶者の住
居との交通距離に応じて45,000円を超え
ない範囲内で加算有

勤務時間1時間につき勤務1時間当たりの給
料月額に100分の135を乗じて得た額

一般の宿日直　4,200円、医師　20,000
円、市民病院及び診療所に勤務する職員
7,200円

宿日直手当

管理職手当

異

＊教育職は8～10％
＊医師は10％

同

異

同
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５　特別職の報酬等の状況

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

　　　　　勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

単位：人

（注）大学からの派遣医師を除きます。

単位：人

（注）大学からの派遣医師を除きます。

52

1

その他

1

3 1

4

19,200千円

2

給料月額×在職年数×360/100

給料月額×在職年数×600/100

2

平成１８年度

在任期間ごと

　　（19年度支給割合）

副 市 長

1

普通退職

2

（２）平成１８年度事由別退職者数

計

教育職

勧奨退職

平成１９年度
職種

その他

4

3

市 長

計

4

　　（19年度支給割合）

期
末
手
当 副 議 長

議 員

3.35

議 長

3.35

定年退職

一般行政職

職種

4

副 市 長

教育職

看護・保健職

1

退
職
手
当

区分

技能労務職

区分

一般行政職

市 長

214,000

160,000

656,000

266,000

760,000 419,000

413,000

940,000

598,000

（参考）類似団体における最高／最低額

800,000

557,600

在任期間ごと

備　　　　考

177,000

区 分

市 長給

料 副 市 長

報

酬 議 員

副 議 長 522,000

465,000

議 長

340,000

322,000

（１）平成１９年度職種別採用者数

640,000

給 料 月 額 等

9,446千円
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（３）部門別職員数の状況と主な増減理由

人口1万人当たり職員数 　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数 　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数 　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（４）年齢別職員構成の状況（平成１９年４月１日現在）

人

（注）職員数は一般職に属する職員数です。

　

＜参考＞

113.54

52

70

52歳 56歳

44

以上59歳55歳51歳

人

39歳

人

～ ～

40歳

76.62（類似団体の人口1万人当たり職員数

60歳28歳

123

4

13

97.69

対前年
増減数

5221

434

商工

小　計

～ ～ ～

人

平成１８年１月１日、１市２町（松浦市、福島町、鷹島町）新設合併のため、5年前の参考数値の記載は省略しています。

27 1

人 人

区　分

20歳

23歳

～

計

31歳

44歳 48歳

3526

人人

0 58 434

人

44

人

126

32歳

27歳

24歳

89

平成19年

49

平成18年

40

民生

教育部門

442 △ 8

9

議会

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

税務

5

一
般
行
政
部
門

総務

計

土木

44

40

45

319

274

18

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

水道

合　　計

小　計

病院

下水道

交通

その他

5

職 員 数

普
通
会
計
部
門

衛生

農水

43

265

17

△ 9

△ 1

1313

12

4

50

308

44

業務増（新規事業等）による増員

△ 2

2

退職者不補充による減員

1

△ 11

＜参考＞

[              ］ 159.99

職員数

20歳

未満

[         470         ］[       470      ］

56

47歳

100.98（類似団体の人口1万人当たり職員数

3

～
36歳

人人

～

35歳

人

～ ～

43歳

23

＜参考＞

11

△ 5
退職者不補充による減員

85

40

△ 4

50 △ 1

2

35

主 な 増 減 理 由

23

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%

8



（５）定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）松浦市行政改革実施計画における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。

         ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員増減数の累計を示します。   

  　　                                           

7　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）休暇の種類

 年次休暇、特別休暇、病気休暇、介護休暇、組合休暇

（２）一般職員の勤務時間の状況及び年次有給休暇の取得状況

（注）平均取得日数は、平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までのものです。

0

8

9

―

22

20

(0.0%)

3

△ 18

数値目標

4

42

△ 10

－

―8

増 減 0

増 減 0

鷹島診療所 職員数

10 ―

20

△ 1 －

増 減 0 0 －

職員数 20

－

1

―

8 8

△ 1 －

0

8

10

―

休息時間

12:00～12:15

(45.2%)

0

△ 1 0

△ 1

00

15:00～15:15

１年に２０日付与（４月１日付新規採用職員は１５日）
年末に年次休暇の使用残数がある場合は、２０日を限度として翌年
に繰り越すことができる。

８時間

終了時刻

年次休暇

12:15～13:00

休憩時間

8:30

１週間の正規
の勤務時間

10.2日

下水道特会 職員数 2

△ 11

17:15

計 453職員数

増 減

４０時間

１日の正規の
勤務時間

増 減

水道事業

福島診療所 職員数 10

―

0 1 △ 2

11

1 －

2

10

44

開始時刻

△ 1

△ 8

0

434

0

0

0

平均取得日数

411

△ 19

△ 1

47

―

―

内容

△ 42

１７年～１９年 （参考）

△45人、10.18％の純減

△ 40

計

― 314

数値目標

(45.0%)

453 411

職員数

純減率

計画期間

始　期 終　期

平成18年4月1日 平成23年4月1日

9.27

45 44

4

職員数

0

336

１７年

増 減

10下水道事業

増 減

職員数

442

普　　　通

増 減

職員数 354

交通事業

職員数

20

市民病院

344

　　　　　　　　　区
分

部 門

会　計　等

１８年

増 減

計画始期 １年目

4

平成17年4月1日 平成22年4月1日 純減数

△ 8

２年目

職員数

１９年

442人→397人

9



8　職員の分限及び懲戒処分の状況

9　職員の服務の状況
（１）職務専念義務の免除の状況

□平成１８年度承認件数

（２）営利企業等従事の許可状況

□平成１８年度承認件数

10　職員の研修の状況（平成１８年度）

※平成１８年度自主研究グループ活動の概要

11　職員の福祉及び利益の保護の状況

まつうら出前講座

１件

職階ごとの研修（新規採用職員研修・係長研修等）

１２件

新たな飛躍！　人、技術、知識、地域の交流をめざして

「元寇史を探る松浦地域島巡りの旅」研究

８件

実施主体

公立学校共済組合長崎県支部

短期給付、長期給付などに関する事業を行っています。
民間事業者に例えると、社会保険、厚生年金などに相当します。

内　　　　　　　容

（２）健康管理

 長崎県市町村共済組合

公務員が公務上受けた労働災害を公務災害といい、地方公務員災害補償法に基
づく補償を受けます。

内容

総費用（18年度）

　職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合のほかは、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職務遂行のために用い
なければなりません（地方公務員法第３５条）。ただし、「職務に専念する義務の特例に関する条例」により、研修を受ける場合や
厚生事業に参加する場合などに、任命件者の承認を得て、職務専念義務が免除されます。

91

受講者数

１件

人員

10

１件

屋内消火栓操法大会

１件

嘱託医

３件

有害鳥獣駆除従事者

３件

　職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする会社等の役員を兼ねる、報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事等
してはならないとされています（地方公務員法第３８条）。

交通安全推進委員

４件

階層別研修

派遣研修

松浦史跡研究会

ＰＣビジネスツー
ル研究会サクセス

定期健康診断 胸部X線撮影、血液生科学検査、心電図検査、VDT健診等

独自研修

統計調査・指導員

研修区分

グループ名

その他

専門研修 専門的な部門ごとの研修

長崎県の機関、公益法人等への派遣研修

少年補導委員

９件

平成１８年度の状況区　　分

中学総合体育大会等審判

分　　限

分限処分とは、公務の能率を維持する見地から、勤務成績が良くない場合や心身の
故障のため職務の遂行に支障がある場合、長期の休養を要する場合など、公務能率
を維持するために問題が生じた際、任命権者の権限で後任、免職、休職、降給させ
ることができるものです。

内　　　　　　容

自費研修（業務関係）

減給１人懲　　戒

資格講習（業務関係）

休職５人
（心身の故障による）

懲戒処分とは、法律または条例、規則に違反した場合、職務上の義務に違反し、
または職務を怠った場合、全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合、
免職、停職、減給、戒告になるものです。

3,627

1人当たりの費用

健康診断

7,541円 3,496円

公務災害補償

5

130

8

91

地方公務員災害補償基金

松浦市独自の研修、自主研究グループによる研修

区分

共済制度

（１）共済組合及び公務災害補償

職員の心身の健康を確保するために定期健康診断を行っています。

VDT健診
千円

項　　目 主な内容

ブラウザＡＳＤ

通信教育、接遇研修等

１件

結核審査委員会委員

研究テーマ

8
パソコンの基礎知識から業務系のツール（ソフト他）の基
礎を習得し、通常業務への応用について研究する。

活動内容及び成果

視察研修、助役との懇談会、市政概況研修

史跡資料収集、現地調査、視察研修、重要拠点の考察

研修会の開催、業務に応用できるシステムの作成（採
用６システム）

4

10



（３）公平委員会に対する措置要求・不服申立て

12　公営企業職員の状況
（１）水道事業

  　① 職員給与費の状況
ア　決算

　（参考）

　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

　      ２　職員数は、１９年３月３１日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分 ―  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ― ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、１８年度に退職した職員に支給された平均額です。

　　実質収支

　　純損益又は 総費用に占める

0

千円

める職員給与費比率　　　　　　Ｂ／Ａ

不服申立て

職員給与費

人年度

期末・勤勉手当

総費用

千円

区　　分

18

Ａ  

職員給与費比率 17年度の総費用に占

千円

職員手当

千円

△ 3,424

Ｂ　

（参考）団体平均

23.8

％

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円　千円　 ％

一人当たり

22.978,970

　　　　給与費 B/A　　計　　Ｂ

0

措置要求

項　　目 件　　数

45.3

6,895

375,666

基本給 平均月収額

335,766

5,074

平　均　年　齢

68,966 6,270

一人当たり給与費

千円

定年前早期退職特例措置（５％～５０％加算）

―

41.34

30.5523.50

33.50

千円　

―

41.34

―

5～15％

勧奨・定年

職制上の段階、職務の級等による加算措置

30.55

33.50

23.50

―

―

松　　　浦　　　市 国

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　　　千円

職員数区　　分

Ａ

年度

１人当たり平均支給額（18年度）

59.28 59.28

344,331

団 体 平 均

事 業 者

千円

給　 料

　　　　　　区　　分

18 11 45,174

―

松　　浦　　市

500,670

市町村　（団体平均）

572,943

43.7

18,718

松 浦 市

1,785

1.45

1,702

3.0

１人当たり平均支給額（１８年度）

千円　

47.50

59.28

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

59.28

59.2847.50 59.28

11



ウ　特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

オ　その他の手当（１９年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

④ 定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）松浦市行政改革実施計画における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

６（５）②を参照

同夜間勤務手当 ＊４　職員の手当の状況（５）と同じ 千円 0

数値目標

11

始　期 終　期

同

＊４　職員の手当の状況（５）と同じ 同

同

管理職手当 給料月額の8％ 同

千円

休日勤務手当

宿日直手当
勤務1回につき7,200円
5時間未満の場合は、4200円

464

0

51,589

412,488

26,610

支給職員１人当たり

千円

千円2,562

支給実績

320,313

平均支給年額

用地交渉手当 用地交渉業務に継続的に従事する職員

緊急的用務

土地の取得等及び損失に係る

交渉業務

緊急出務手当

同

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

一般行政職の
制度との異同

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ）

一般行政職の
制度と異なる
内容

扶養手当

手　当　名

同

住居手当 ＊４　職員の手当の状況（５）と同じ

通勤手当

＊４　職員の手当の状況（５）と同じ

＊４　職員の手当の状況（５）と同じ

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

支給実績（18年度決算）

手当の名称

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度）

手当の種類（手当数）

内容及び支給単価

1,213

39

436

110

（18年度決算）

55.0

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

（夜間、休日等の補修業務等）
勤務時間外に緊急的用務で出務した職員

2

主な支給対象職員 主な支給対象業務

1回につき　300円

1回につき　300円

左記職員に対する支給単価

3,550

22

平成17年4月1日 平成22年4月1日 純減数 純減率

0

412

401

（18年度決算）

66,750

千円

千円

0

133

千円

増減なし

職員数 職員数

計画期間

平 成 18 年 4 月 1 日 平 成 23 年 4 月 1 日

11 0 0.00
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（２）工業用水道事業
① 職員給与費の状況
ア　決算

　（参考）

　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

   　   ２　職員数は、１９年３月３１日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分 ―  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ― ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

17年度の総費用に占

総費用 　　純損益又は 総費用に占める

職員給与費比率

区　　分 職員数

手当の名称

Ａ  Ｂ　

団 体 平 均

18

　　実質収支

区　　分 職員給与費

年度 　　　　千円 千円　 千円　

職員手当 期末・勤勉手当

161,621

（参考）団体平均

12,676△ 3,512

一人当たり

8.3

千円年度 人 千円千円千円

　　　　給与費 B/A 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

事 業 者

569,636372,59945.1

302,126

平均月収額

5,538

5～15％ 職制上の段階、職務の級等による加算措置

―

―

千円　

―

30.55

1.45

23.50

松　　　浦　　　市

左記職員に対する支給単価

緊急的用務

59.28

41.34 33.50

0.3支給実績（18年度決算）

手当の種類（手当数）

47.50

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

6,772

国

緊急出務手当 勤務時間外に緊急的用務で出務した職員

用地交渉業務に継続的に従事する職員用地交渉手当

1回につき　300円
（夜間、休日等の補修業務等）

土地の取得等及び損失に係る

― ―

職制上の段階、職務の級等による加算措置

める職員給与費比率Ｂ／Ａ

59.28

勧奨・定年

１人当たり平均支給額（１８年度）

59.28

23.50

59.28

千円　

１人当たり平均支給額（18年度）

59.28

33.50

300

定年前早期退職特例措置（５％～５０％加算） 定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

59.28

1,761

3.0

7.8

％

千円

松 浦 市 38.0

218

Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

785

給　 料

　　　　　　区　　分

7,319

1回につき　300円

平　均　年　齢

千円

2,972

41.34

2

1,486

市町村　（団体平均）松　　浦　　市

―

30.55

440,521

11,076

基本給

交渉業務

50.0

47.50

％
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エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

オ　その他の手当（１９年４月１日現在）

円

円

円

円

円

④ 定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）松浦市行政改革実施計画における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

６（５）②を参照

夜間勤務手当 ＊４　職員の手当の状況（５）と同じ

―

166

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ） 87

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ） 43

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ）

休日勤務手当 ＊４　職員の手当の状況（５）と同じ 同

給料月額の8％ 同管理職手当

通勤手当 ＊４　職員の手当の状況（５）と同じ 同

―

― 千円

同 ― ――

82,800千円

千円

（18年度決算）

360,000

支給実績

7支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

360

126,000

3.5

同

―千円

手　当　名 内容及び支給単価

252住居手当 ＊４　職員の手当の状況（５）と同じ 同

（18年度決算）

扶養手当 ＊４　職員の手当の状況（５）と同じ

一般行政職の
制度と異なる
内容

一般行政職の
制度との異同

平均支給年額

支給職員１人当たり

千円

職員数

終　期

平 成 18 年 4 月 1 日 平 成 23 年 4 月 1 日

計画期間

始　期

平成22年4月1日

宿日直手当 ＊４　職員の手当の状況（５）と同じ

0.00

純減率純減数

同 ―

―

―

増減なし

数値目標

0

平成17年4月1日

職員数

2 2
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（３）交通事業
① 職員給与費の状況
ア　決算

　（参考）

　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みます。

　      ２　職員数は、平成１９年３月３１日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

　　（うちバス事業運転手）

　　※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成１６～１８年の３か年平均）

　　※民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

　　※平均月収額には、期末・勤勉手当（民間は年間賞与）等を含む。

　　※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均月収額を１２倍した試算値です。

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

円　 千円　
（19年度支給割合） （１８年度支給割合）
　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分 ―  月分  月分
（ ）月分 （ ）月分 （ ― ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、１８年度に退職した職員に支給された平均額です。

（Ｃ） （Ｄ）

－

Ａ／Ｂ
（Ｂ）

平均年齢

46.2歳 345,500 円

6,967

71.318 45,396 799

33.50

― ―
1.453.0

基本給 平均月収額

国

349,392 504,931

松　　浦　　市 市町村　（団体平均）
１人当たり平均支給額（18年度） １人当たり平均支給額（１８年度）

区　　分

松浦市

区　　分

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

―

59.28 59.28

定年前早期退職特例措置（５％～５０％加算）

　　　　　　区　　分

47.50

59.28 59.28

Ａ  

年度 人

松 浦 市 48.8

16,416 5,130

　　実質収支

48.8歳

団体平均 45.4歳

事 業 者

公　務　員

公務員

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

松浦市 6,059,172 円

―

1,742

1.46

民間
Ｃ／Ｄ

33.50

23.50

松　　　浦　　　市

41.34

勧奨・定年

30.55 30.55

千円

7,128 6,715

千円

1.46

民　　間 参　考

－ －

557,726

28,513

―

1,584

―

営業用バス運転手

（Ａ）

参　　考

年収ベース（試算値）の比較

（参考）団体平均

Ａ 　　　　給与費 B/A 一人当たり給与費

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 職員手当

一人当たり

千円　　　　　千円

％

63.132,367

千円

　　計　　Ｂ

める職員給与費比率Ｂ　

総費用に占める

Ｂ／Ａ

職員給与費比率 16年度の総費用に占

区　　分 総費用 　　純損益又は

団 体 平 均 46.0

年度

平　均　年　齢

18

　　　　千円

4

千円

平均月収額

47.50

- 328,539 円 549,289 円 －

4,146,000 円

4人

41.34

23.50

59.28

5～15％

職員給与費

千円　 ％千円　

349,392 円 504,931 円

期末・勤勉手当

339,787

平均年齢 職員数 基本給
平均月収額 対応する民間

の類似職種

59.28
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ウ　特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

オ　その他の手当（１９年４月１日現在）

円

円

円

円

④ 定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）松浦市行政改革実施計画における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

６（５）②を参照

支給実績（17年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価 （18年度決算）

60,000支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

399 千円

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ） 0

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ） 0

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

60

398,592

18 千円同 18,000

97 千円 24,300同

管理職手当 給料月額の8％　　　　　 同

住居手当 ＊４　職員の手当の状況（５）と同じ

通勤手当 ＊４　職員の手当の状況（５）と同じ

（18年度決算）

扶養手当 ＊４　職員の手当の状況（５）と同じ 同 1,290 千円 322,500

平均支給年額
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる
内容

支給実績 支給職員１人当たり

0

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ） 0

整備管理者手当 整備管理者として指定を受けた職員 月額　5,000円

運行管理者手当 運行管理者として指定を受けた職員 月額　5,000円

整備管理業務

運行管理業務

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度） 25.0

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

△ 1

平成17年4月1日 平成22年4月1日 純減数

職員数 職員数

始　期 終　期

4 3

計画期間

0.75

純減率

平成18年4月1日 平成23年4月1日
△２人、50.0％の純減

４人→２人

数値目標
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